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  会 長 声 明

　平成23年3月23日，最高裁判所大法廷は，平成21
年8月30日に施行した衆議院議員総選挙について，選挙
区間の投票価値の較差が当時最大で2.304倍に達し，較
差2倍以上の選挙区の数も増加してきていたことの主要な
要因が1人別枠方式にあったとし，区割基準のうちこの
1人別枠方式に係る部分は，遅くともその選挙時において
は，憲法の投票価値の平等の要求に反する状態に至って
いたとした。また，1人別枠方式を含む区割基準に基づい
て定められた選挙区割りそのものも，同じく違憲状態にあ
ったとした。
　その上で，大法廷は，憲法上要求される合理的期間内
に是正がなされなかったものということはできないとして，
違憲無効の主張を退けつつ，できるだけ速やかに区割基準
中の1人別枠方式を廃止し，区割規定を改正するなど，
投票価値の平等の要請にかなう立法的措置を講ずる必要
があるとした。
　代表民主制を採用する以上，1票の価値の平等は，憲

法の本質的な要請である。その重要性に鑑みれば，平成8
年と平成12年の2度にわたる総選挙を経て，平成14年7
月，前年の衆議院議員選挙区画定審議会の勧告を踏まえ
て区割規定が改定された頃までには，選挙区割りは合理性
を失っていたというべきであり，遅くとも，小選挙区制の
採用に伴う激変緩和措置として1人別枠方式を導入した
平成6年から10年が経過した頃までには，1人別枠方式
は廃止していなければならなかった。そうであるにもかかわ
らず，区割規定の改正等の措置を執らなかった国会には，
立法の不作為があるといわざるを得ない。
　当会は，この大法廷判決を受け，国会が速やかに1人
別枠方式の廃止を含む選挙区割りの改正を行い，1票の
価値の較差をできるかぎり1倍に近づけるよう求めるもの
である。

　　　　　　　　　　　2011年3月28日
　　　　　　　　　　　東京弁護士会会長　若旅 一夫

1票の較差をめぐる最高裁大法廷判決に関する会長声明

　2011（平成23）年3月11日に発生した東北地方太平洋
沖地震では，東北地方を中心に，北海道から関東地方に
かけて太平洋沿岸の広い地域に，大規模な人的・物的被
害を発生し，また，福島第一原子力発電所における原子
炉事故は放射性物質の漏洩という重大な脅威を国民に与
えている。当会としても，被災者のみなさまに心よりお見
舞いを申し上げるとともに，一日も早い復旧・復興に向け，
会員の総力を結集して支援活動に尽力する所存である。
　今回の震災により，多くの人たちが長期の避難生活を
余儀なくされ，また，多くの事業者が被害に遭うなどした。
その結果，失業，休業などによって多くの人たちが収入を
失うことになるおそれが強い。また，被災により，家計の担
い手を失ってしまった家族も多い。このため，住宅ローン，
サラ金からの借入れ，クレジット代金などの債務の支払が
困難になる人たちが多く発生することは容易に予想される。
　この点，すでに，政府（金融庁，経済産業省など）は，
銀行協会，信用金庫協会，信用組合協会，日本貸金業協
会，日本クレジット協会など各種業界団体に対し，貸付
条件の変更等の申込みに対しては柔軟かつ適切な対応を
取ることを所属の金融機関・業者に徹底することを要請し
ている。

　各金融機関・業者においては，かかる要請の趣旨をふま
え，被災者，被災事業者あるいはその従業員などから申込
みがあった場合には，返済の猶予，猶予期間中の利息の
減免，返済期間の延長等，返済条件の緩和を徹底されたい。
また，これらの人たちは条件変更などの申込みすらできない
状況に置かれていることも予想されるので，被災者等及び
その保証人に対する請求は極力控えるとともに，震災発生
後の経過利息・損害金の免除などの対応も検討していただ
きたい。
　政府においては，各金融機関・業者による返済期間の
延長，利息の減免などの対応が円滑に進むような財政的，
立法的措置を図り，また，被災者の経済的再生への負担
軽減のため，法的手続（破産，個人再生，特定調停など）
の手続費用減免，民事法律扶助の拡充などの措置も積極的
に行うべきである。
　また，被災者の不安を少しでも軽減するためには，関係
機関の取組みに関する情報が，避難所などにいる被災者に
も迅速かつ正確に届くよう最大限の配慮を行うべきである。

　　　　　　　　　　　2011年3月29日
　　　　　　　　　　　東京弁護士会会長　若旅 一夫

東北地方太平洋沖地震等における被災者等の債務負担の軽減等を求める会長声明




